
令和４年度予算概算要求の概要



令和４年度 厚⽣労働省予算概算要求の姿

（単位：億円）
一般会計

区 分
令和３年度

予算額

（Ａ）

令和４年度

要求額

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(Ｂ－Ａ)

一 般 会 計 ３３１，３８０ ３３９，４５０ ８，０７０

うち

年⾦・医療等

に 係 る 経 費

３１１，０５３ ３１７，７９１ ６，７３８

うち

新たな成⻑推進枠
－ ２，２２８ －

［計数整理の結果、異動を⽣ずることがある。］

（注１）令和３年度予算額は当初予算額である。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

（令和３年度予算額） （令和４年度要求額） （対令和３年度増額）

33兆1,380億円 33兆9,450億円 （＋8,070億円）
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区 分
令和３年度

予算額

（Ａ）

令和４年度

要求額

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(Ｂ－Ａ)

労働保険特別会計 ４９，２０２ ４３，４９８ △５，７０４

年⾦特別会計 ７１２，８５５ ７１８，５３７ ５，６８１

東日本大震災

復興特別会計
１３５ １１２ △２３

［計数整理の結果、異動を⽣ずることがある。］

（単位：億円）

（注１）令和３年度予算額は当初予算額である。

（注２）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。

（注３）年金特別会計の額は、内閣府と共管の子ども・子育て支援勘定を含む。

（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

特別会計
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令和４年度 厚⽣労働省予算概算要求のフレーム

注１ 他府省所管予算に係る減少額△１００億円を含む。

注２ 消費税率引上げとあわせ行う社会保障の充実及び｢新しい経済政策パッケージ｣で示された「教育負担の軽減・子育て層支援・介

護人材の確保」については、消費税収、地方消費税収並びに重点化及び効率化の動向を踏まえ、予算編成過程において検討する。

また、過去の年金国庫負担繰り延べの返済などについても予算編成過程で検討する。

注３ 子供・子育てについては、「子供に関する様々な課題に総合的に対応するため、…こうした機能を有する行政組織を創設するた

め、早急に検討に着手する」及び「十分に安定的な財源を確保しつつ、有効性や優先順位を踏まえ、速やかに必要な支援策を講じ

ていく」との方針を踏まえ、予算編成過程において検討する。

注４ コロナ対策については、今後の感染状況により、必要に応じて、事項のみの要求も含め、適切に要求する。

(裁量的経費に係る削減額の３倍）

新たな成長推進枠 ２，２２８億円

高齢化等に伴う増加額 ６，６００億円（注１）

義 務 的 経 費

１０％

年 金 ・ 医 療 等 に 係 る 経 費

（裁量的経費に係る削減額）

裁 量 的 経 費
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令和４年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求

新型コロナウイルス感染症から国⺠の命・暮らし・雇⽤を守る万全の対応を引き続き⾏うとともに、
感染症を克服し、ポストコロナの新たな仕組みの構築、少⼦化対策、デジタル化、⼒強い成⻑の推進を図る
ことにより、⼀⼈ひとりが豊かさを実感できる社会を実現するため、以下を柱に重点的な要求を⾏う。

＜新型コロナ克服の保健・医療等体制の確保＞

 新型コロナから国⺠を守る医療等提供体制の

確保

 PCR検査等の検査体制の確保

 保健所・検疫所等の機能強化

 ワクチン接種体制の構築

 医療⽤物資等の確保・備蓄等

＜ワクチン・治療薬等の研究開発の推進等＞

 ワクチンの研究開発・⽣産体制の戦略的な

強化

 治療薬の研究開発・実⽤化の支援

＜地域包括ケアシステムの構築、データヘルス

改革等＞

 地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者

の働き方改革の推進

 ⾃⽴支援･重度化防⽌、認知症施策の推進、

介護の受け皿整備・介護⼈材の確保の推進

 予防･重症化予防･健康づくり、データヘルス

改革の推進

新型コロナの経験を踏まえた
柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

＜雇用維持・労働移動・人材育成＞

 雇⽤の維持・在籍型出向の取組への支援

 ⼥性・非正規雇⽤労働者へのマッチング

やステップアップ支援、新規学卒者等

への就職支援

 デジタル化の推進、⼈⼿不⾜分野への

労働移動の推進

＜多様な人材の活躍促進＞

 ⼥性活躍・男性の育休取得促進

 就職氷河期世代の活躍支援

 高齢者の就労・社会参加の促進

 障害者の就労促進、外国⼈の支援

＜働きやすい職場づくり＞

 良質なテレワークの導⼊促進

 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた

⽣産性向上等の推進、同⼀労働同⼀賃⾦

など公正な待遇の確保

 総合的なハラスメント対策の推進

ポストコロナに向けた
「成⻑と雇⽤の好循環」の実現

＜⼦育て家庭や⼥性の包括⽀援体制＞

 ⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的な支援
体制の構築

 ヤングケアラー等への支援

 困難な問題を抱える⼥性への支援

 ⽣涯にわたる⼥性の健康の包括的支援

＜児童虐待防止・社会的養育の推進、

ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援＞

 地域における⾒守り体制の強化
 ⾥親委託の推進や施設退所者等の
⾃⽴支援

 ひとり親家庭等への就業支援を中心
とした総合的支援

＜不妊症・不育症の総合的⽀援＞

 不妊治療の保険適⽤

 不妊治療と仕事の両⽴支援

＜総合的な⼦育て⽀援＞

 「新⼦育て安心プラン」等に基づく

受け皿整備

 保育⼈材確保のための総合的な取組

⼦どもを産み育てやすい
社会の実現

＜地域共⽣社会の実現等＞

 相談支援、参加支援、地域づくりの

⼀体的実施による重層的支援

 ⽣活困窮者⾃⽴支援、ひきこもり支援、

⾃殺対策、孤独・孤⽴対策

 成年後⾒制度の利⽤促進

＜障害児・者⽀援等＞

 医療的ケア児への支援の拡充

 依存症対策の推進

＜⽔道、戦没者遺骨収集、年⾦、被災地

⽀援等＞

 水道の基盤強化

 戦没者遺骨収集等の推進

 安心できる年⾦制度の確⽴

 被災地における心のケア支援、福祉・

介護提供体制の確保

安心して暮らせる
社会の構築

全世代型社会保障・⼀⼈ひとりが豊かさを実感できる社会の実現
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令和４年度厚⽣労働省概算要求における重点要求（ポイント）

〇新型コロナウイルス感染症から国⺠を守る医療等提供体制の確保

56億円（28億円）

 新型コロナウイルス感染症下での感染症患者を受け⼊れる医療機関に対する病床
確保等のための支援

 新興感染症等の感染拡⼤時に対応可能な医療支援チームの創設
 「医療のお仕事 Key-Net」等を活⽤した医療⼈材の確保
 医療⽤物資等の確保・備蓄等の推進
 医薬品の安定確保のための原薬等設備整備及び備蓄の支援
 医療提供体制構築を支援する医療機関等情報支援システム（G-MIS）の機能拡充
 新型コロナウイルス感染者等が発⽣した福祉事業所等のサービスの継続支援 等

〇検査体制の確保、保健所・検疫所等の機能強化、ワクチン接種体制の構築

29億円（18億円）

 PCR検査等の検査体制の確保
 オペレーションセンター設置等による厚⽣労働省の健康危機管理・災害対応⼒の強化
 IHEATによる保健所の⼈員体制強化、地方衛⽣研究所の機能強化
 新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）等感染症
対策関係システムの総合的な運⽤に向けた次期システムの開発、機能・連携強化

 水際対策の強化に向けた検疫所の検疫・検査体制の整備・拡充
 ⼊国者の健康確認のための体制の確保
 ワクチン接種体制の構築

新型コロナウイルス感染症を克服する保健・医療等提供体制の確保 〇研究開発体制の強化 680億円（554億円）
 日本医療研究開発機構（AMED）における新型コロナウイルスに関する
研究を含めた研究開発支援、厚⽣労働科学研究における迅速な対応

 国⽴感染症研究所における検査・疫学調査等の体制の強化
 国⽴国際医療研究センターの体制強化や国⽴感染症研究所との連携強化

〇医薬品･医療機器等の開発促進 97億円（94億円）

 クリニカル・イノベーション・ネットワーク構想の推進
 バイオ医薬品の製造・開発を担う⼈材の育成とバイオシミラーの普及
 臨床研究の実施環境等の整備
 プログラム医療機器の実⽤化促進のためのパッケージ戦略の実施 等

研究開発の推進等

計数は令和４年度概算要求額（デジタル庁計上分を含む）、（ ）内は令和３年度当初予算額。

地域包括ケアシステムの構築等

〇地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者働き⽅改革の推進等
1,822億円（1,725億円）

 地域医療介護総合確保基⾦等による地域医療構想の推進
 総合診療医の養成支援、医師少数区域等に勤務する医師への支援
 ICT活⽤やタスク・シフティングの推進
 看護師の特定⾏為研修、潜在看護師の復職支援等による⼈材確保
 ⼥性医療職等のキャリア支援
 薬剤師の資質向上に向けた研修の推進
 地域の実情を踏まえた⻭科医療提供体制の構築 等

※診療報酬・薬価改定への対応については、予算編成過程で検討する。

〇救急・災害医療体制の充実 129億円（116億円）

 ドクターヘリの導⼊促進、ドクターカーの活⽤による救急医療体制の
強化

 医療施設等の防災対策、DMAT・DPAT体制の整備、BCP策定の支援、
広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の整備 等

＊コロナ対策のうち事項要求のものについては、今後の感染状況を踏まえ、予算編成過程で検討する。

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

〇ワクチン・治療薬等の研究開発の推進 19億円（12億円）

 ワクチン開発・⽣産体制強化戦略等に基づくワクチンの研究開発・⽣産体制の
戦略的な強化、治療薬の研究開発・実⽤化の支援

 ワクチン・治療薬等の研究開発の基盤となる臨床情報等のデータベースの整備
 新興再興感染症領域等に対する臨床研究中核病院等における臨床研究・治験の推進
 アジア地域における臨床研究・治験ネットワークの充実、薬事規制調和の推進

等

＊

＊

＊
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新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

〇国際機関等を通じた国際貢献の推進 49億円（41億円）
 開発途上国における感染症の予防接種体制の整備及びワクチン等開発支援
 ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ推進、高齢化･認知症対策
 薬剤耐性（AMR）対策に関する研究開発等の推進 等

〇医療の国際展開 25億円（24億円）

 国際公共調達市場への参⼊支援、医療技術・制度・製品の国際展開支援
 医療機関における多⾔語コミュニケーション対応の支援 等

医薬品・食品等の安全の確保

国際保健への貢献・医療の国際展開

がん・循環器病・肝炎・難病対策等の推進

予防・重症化予防・健康づくりやデータヘルス改革

〇健康寿命延伸に向けた予防･重症化予防･健康づくり
69億円（62億円）

 ⽣活習慣病の疾病予防･重症化予防等の先進的なデータヘルス事例の全国展開
 高齢者の保健事業と介護予防の⼀体的な実施の推進
 健康寿命延伸に向けた⻭科⼝腔保健の推進
 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施 等

〇データヘルス改革の推進 559億円（499億円）

 オンライン資格確認を基盤としたデータヘルス改革や電⼦カルテ情報の
標準化の推進、電⼦処方箋の安全かつ正確な運⽤に向けた環境整備

 保健医療情報を⾃身で確認できる仕組みの構築
 レセプト情報･特定健診等情報データベース(NDB)や介護保険総合データベー
ス等で保有する健康･医療･介護情報を連結・解析する環境等の整備・拡充

 整合的かつ効率的な審査支払機能の運⽤に向けたシステム整備の支援
 訪問看護レセプト請求の電⼦化に向けたシステム整備の支援 等

〇地域包括ケア、⾃⽴⽀援･重度化防止の推進
417億円（408億円）

 保険者インセンティブ強化（介護保険保険者機能強化推進交付⾦等）
 科学的介護推進のためのデータベースの機能拡充
 地域づくりの加速化のための市町村に対する伴走的支援等の実施 等

〇認知症施策推進大綱に基づく施策の推進 130億円（125億円）

 認知症疾患医療センターの整備促進･診断後等支援機能の強化
 認知症の各段階(発症前、軽度認知障害、認知症)を対象にした臨床研究等の推進 等

〇介護の受け皿整備、介護人材の確保 1,113億円（1,092億円）

 地域医療介護総合確保基⾦による介護施設等の整備及び介護⼈材の確保
 介護施設等の防災・減災対策の推進
 介護分野の⽣産性向上の推進、介護職員の処遇改善の促進、介護の仕事の魅⼒発
信、介護助⼿等の普及を通じた多様な就労の促進、外国⼈材の受⼊環境整備 等

〇がん対策・全ゲノム解析等の推進 155億円（85億円）

 がんゲノム情報管理センターの機能強化
 がん・難病の全ゲノム解析等の推進に向けた体制整備
 小児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための支援 等

〇循環器病対策の推進 64億円（49億円）

 循環器病データベースの構築に向けた取組の推進
 循環器病患者の包括的支援体制構築のためのモデル事業の実施 等

〇肝炎対策の推進 54億円（54億円）

 肝炎患者等の重症化予防の推進
 肝がん・重度肝硬変の治療研究・患者への支援

〇難病・小児慢性特定疾病対策等の推進 23億円（18億円）

 難病・小児慢性特定疾病対策の推進のためのデータベース整備
 慢性の痛みに対する医療提供体制の整備
 アレルギー疾患、慢性腎臓病（CKD）対策の推進 等

安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保

〇医薬品等に関する安全･信頼性の確保 15億円（12億円）
 後発医薬品の信頼確保のための体制・取組の強化
 薬物取締体制・薬物乱⽤防⽌に係る広報啓発等の充実

〇食の安全・安心の確保 54億円（47億円）

 輸⼊食品の監視体制の強化、残留農薬・食品⽤容器包装等の規格基準策定
等の推進 等

〇被用者保険への財政⽀援 825億円（820億円）
＊
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ポストコロナに向けた「成⻑と雇用の好循環」の実現

〇⼥性活躍・男性の育児休業取得等の促進 178億円（193億円）

 男性が育児休業を取得しやすい環境の整備に向けた企業の取組支援
 不妊治療と仕事の両⽴支援
 ⼥性活躍推進のための⾏動計画に基づく企業の取組支援 等

〇就職氷河期世代の活躍⽀援 796億円（679億円）

 ハローワークの専門窓⼝における専門担当者のチーム制による就職相談、
職業紹介、職場定着までの⼀貫した伴走型支援

 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の支援
 ひきこもり地域支援センターの中核市等への設置、支援内容の充実 等

雇用維持・労働移動・人材育成等に向けた⽀援

多様な人材の活躍促進

〇高齢者の就労･社会参加の促進 283億円（303億円）

 70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備や高年齢労働者の処遇改善を
⾏う企業への支援

 ハローワークにおける⽣涯現役支援窓⼝などのマッチング支援
 シルバー⼈材センターなどの地域における多様な就業機会の確保 等

〇障害者の就労促進 177億円（181億円）

 中小企業をはじめとした障害者の雇⼊れ支援等
 雇⽤施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 等

〇外国人に対する⽀援 107億円（115億円）

 外国⼈求職者等に対する就職支援、外国⼈労働者の適正な雇⽤管理に関する
企業への助⾔･援助、外国⼈への多⾔語相談支援体制の整備 等

〇労働者協同組合の設⽴の⽀援 1.0億円

〇柔軟な働き⽅がしやすい環境整備、安全で健康に働くことができる職場づくり

309億円（321億円）

 良質なテレワークの導⼊・定着促進
 ワークライフバランスを促進する休暇制度・就業形態の導⼊支援による
多様な働き方の普及・促進

 時間外労働削減や年次有給休暇取得促進、勤務間インターバル導⼊、労働
時間の適正管理等に取り組む中小企業・小規模事業者への助成⾦による支援

 総合的なハラスメント対策の推進 等

※建設アスベスト給付金への対応については、予算編成過程で検討する。

〇最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性向上等の推進、同一労働同一賃
⾦など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 296億円（285億円）

 賃上げしやすい環境を整備するための最低賃⾦･賃⾦の引上げに向けた
⽣産性向上に取り組む中小企業･小規模事業者への助成⾦による支援の充実

 ⽣活衛⽣関係営業者の収益⼒向上の推進
 未払賃⾦⽴替払の確実・迅速な実施
 非正規雇⽤労働者の正社員化・処遇改善を⾏う企業への支援
 被⽤者保険の適⽤拡⼤に当たっての周知・専門家活⽤支援 等

誰もが働きやすい職場づくり

〇雇用の維持･在籍型出向の取組への⽀援 （6,809億円）

 雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持の取組への支援
 産業雇⽤安定助成⾦等による在籍型出向の取組への支援

〇⼥性・非正規雇用労働者へのマッチングやステップアップ⽀援、
新規学卒者等への就職⽀援 372億円（363億円）
 ハローワークの就職支援ナビゲーターによる求職者の状況に応じた
きめ細かな担当者制支援

 マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職支援
 求職者支援制度による再就職支援、新規学卒者等への就職支援 等

〇デジタル化の推進、人⼿不⾜分野への円滑な労働移動の推進
128億円（113億円）

 デジタル分野等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化
 ハローワークの職業紹介業務のオンライン・デジタル化の推進
 ハローワークの専門窓⼝での支援、「医療・福祉分野充⾜促進プロジェ
クト」の推進

 雇⽤と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職支援 等

〇キャリア形成⽀援の推進 21億円（21億円）

 ジョブ・カードの活⽤等を通じたキャリアコンサルティングの普及促進

※雇用保険の国庫負担については、「経済財政運営と改革の基本方針2021」を踏まえ、予算編成過程で検討する。

＊
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⼦どもを産み育てやすい社会の実現

〇不妊症・不育症に対する総合的⽀援の推進 43億円（37億円）

 不育症検査への助成、不妊症・不育症に対する相談支援等

 小児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための支援（再掲）

 不妊治療と仕事の両⽴支援（再掲） 等

※不妊治療の保険適用への対応については、予算編成過程で検討する。

〇成育基本法を踏まえた⺟⼦保健医療対策の推進 173億円（159億円）

 低所得の妊婦に対する妊娠判定料支援や訪問支援など妊産婦等への支援

 妊産婦等の健康支援を実施する地域健康総合支援センター（仮称）の創設

 産後ケア事業の推進

 多胎妊産婦への経験者による相談支援、育児サポーター派遣等

 予防のための⼦どもの死亡検証（Child Death Review）に基づくプラット

フォームの整備、広報の実施 等

○総合的な⼦育て⽀援 1,066億円（969億円）

 「新⼦育て安心プラン」に基づく保育の受け皿整備

 保育士・保育現場の魅⼒発信や魅⼒ある職場づくりの支援、保育補助者等

の配置による保育士の業務負担軽減

 保育所等の医療的ケア児の受⼊促進、外国籍の⼦どもへの支援

 認可保育所等への移⾏も⾒据えた認可外保育施設の保育の質の確保・向上

 ｢新･放課後⼦ども総合プラン｣に基づく放課後児童クラブの受け皿整備 等

〇ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援の推進 1,790億円（1,756億円）

 ICT活⽤等による「ワンストップ化」、「プッシュ型」支援の実現等に

よる⾃治体のひとり親相談窓⼝の機能強化

 高等職業訓練促進給付⾦の対象資格拡充等の特例措置の継続、⾃⽴支援教

育訓練給付⾦の拡充によるひとり親の就業支援の促進 等

〇⼦育て家庭や⼥性を包括的に⽀援する体制の構築
405億円（239億円）

 ⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的な支援体制の構築

 ⼦どもらしい⽣活を送ることができないヤングケアラーや育児等に不安を

抱える家庭に対する相談支援、家事・育児の支援

 居場所のない⼦どもに対する居場所の提供、保護者へのカウンセリング

 困難な問題を抱える⼥性への支援の充実・強化を図るための婦⼈保護施設の

機能強化、婦⼈相談員の処遇改善、NPO等との協働による支援の推進

 ⽣涯にわたる⼥性の健康の包括的支援 等

〇児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進
1,801億円（1,639億円）

 ⼦ども食堂や⼦どもへの宅食等を⾏う⺠間団体等も含めた地域における

⼦どもの⾒守り体制の強化

 ⼦どもの意⾒表明（アドボケイト）の推進等による⼦どもの権利擁護の強化

 定員を超過している⼀時保護の受⼊体制や児童相談所の体制強化

 児童相談所等におけるICT機器導⼊支援、SNS等を活⽤した相談支援の強化、

虐待防⽌のための情報共有システムの整備

 ⾥親委託・施設地域分散化等加速化プランに基づく集中取組期間の補助率

嵩上げ等による⾥親養育支援体制の強化

 特別養⼦縁組の⺠間あっせん機関の支援体制の強化

 児童養護施設退所者等（ケアリーバー）への支援を⾏うコーディネーター

の配置促進、⽣活費等の貸付事業の充実 等

※児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強力な推進については、「経

済財政運営と改革の基本方針2021」を踏まえ、予算編成過程で検討する。

※子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置は、令和４年度から実施予定。

※子供・子育てについては、「経済財政運営と改革の基本方針2021」における「子供に関する様々な課題に総合的に対応するため、…こうした機能を

有する行政組織を創設するため、早急に検討に着手する」及び「十分に安定的な財源を確保しつつ、有効性や優先順位を踏まえ、速やかに必要な支
援策を講じていく」との方針を踏まえ、予算編成過程で検討する。
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安心して暮らせる社会の構築

〇相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの一体的実施による重層的⽀援体制の
整備促進 148億円（116億円）

 属性を問わない相談支援、多様な参加支援の推進、地域づくりに向けた支援を

⼀体的に⾏う重層的支援体制整備事業の実施 等

〇⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、⾃殺総合対策、孤独・孤⽴対策の推進
811億円（674億円）

 ⺠間団体との連携・ICTの活⽤等による⽣活困窮者⾃⽴支援の体制・機能の

強化、住居確保給付⾦等による住まい確保の支援

 ⽣活保護関係業務のデジタル化の推進、保護決定等の体制強化

 地方公共団体と連携したハローワークにおける⽣活困窮者等に対する

就労支援

 ひきこもり地域支援センターの中核市等への設置、支援内容の充実（再掲）

 SNS等を活⽤した⾃殺防⽌対策に係る相談体制の強化、相談に対応する

⼈材の養成

 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施（再掲） 等

〇成年後⾒制度の利用促進 9.5億円（5.9億円）

 都道府県による市町村支援と中核機関のコーディネート機能の強化等に

よる地域連携ネットワークづくりの推進

 意思決定支援を推進する⼈材養成・体制整備等による成年後⾒制度利⽤者等

への権利擁護支援の強化 等

地域共⽣社会の実現に向けた地域づくり

〇障害児･者⽀援、依存症対策の推進 618億円（583億円）

 障害福祉サービス事業所等の整備、地域⽣活支援の拡充

 新⽣児聴覚検査及び難聴児早期支援の推進、医療的ケア児への支援の拡充

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

 地域における依存症医療・相談支援体制の整備、⺠間団体の支援

〇⽔道の基盤強化 633億円（395億円）
※他府省分を含む

 水道施設の耐災害性強化、水道事業の広域化・IoT活⽤等の推進

※「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく水

道施設の耐災害性強化対策等については、「経済財政運営と改革の
基本方針2021」を踏まえ、予算編成過程で検討する。

〇戦没者遺骨収集等の推進 34億円（28億円）
 現地調査の計画的実施、DNA鑑定の体制整備、新たな鑑定技術の研究･活⽤ 等

〇持続可能で安心できる年⾦制度の運営
12兆7,286億円（12兆6,213億円）

〇被災地における心のケア⽀援、福祉･介護サービス提供体制の確保
3.9億円（3.9億円）

障害児・者⽀援、依存症対策の推進

戦没者遺骨収集等の推進

安心できる年⾦制度の確⽴

被災地における心のケア⽀援等

⽔道の基盤強化
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